
News Release 

プレミアム付電子商品券「FUKUOKA NEXT Pay(略称：ネクスペイ)」事業への参画について 

～ 5月25日より、加盟事業者の募集を開始します ～ 

202 1年5月25日 

 〒810-8693 福岡市中央区大手門1-8-3  

https://www.fukuokabank.co.jp 

株式会社福岡銀行（取締役会長兼頭取：柴戸 隆成）、株式会社西日本シティ銀行（頭取：谷川 浩道）、

株式会社みずほ銀行（頭取：藤原 弘治）は、福岡商工会議所・早良商工会・志賀商工会が本日より開

始する、プレミアム付電子商品券「FUKUOKA NEXT Pay（略称：ネクスペイ）」事業に参画します。 

記 

1. 本事業の狙いと各行の役割 

 福岡商工会議所・早良商工会・志賀商工会は、福岡県および福岡市の補助金を活用し、市内の消費
喚起・経済の活性化および新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴うキャッシュレス化推進を目的
に、プレミアム付電子商品券「FUKUOKA NEXT Pay（略称：ネクスペイ）」を発行します。 
  
 福岡銀行、西日本シティ銀行、みずほ銀行は、本事業について、業務委託契約に基づき、商品券の
発行・換金業務や、利用可能店舗の開拓、事業者や市民への周知・問い合わせ対応等事務局業務を行
います。なお、本日より本事業における加盟事業者の募集を開始します。 
  
 商品券の発行・換金業務において福岡銀行および西日本シティ銀行は各店舗に対し、売上金の送金
を行い、みずほ銀行は「電子商品券／地域振興券サービス（※1）」を提供します。 
 

本文フォントは 
メイリオ（文字サイズ10以上） 

タイトルフォントは 
メイリオ太字 

株式会社福岡銀行 
株式会社西日本シティ銀行 

株式会社みずほ銀行 

業務委託 

発行者 事務局（業務受託） 

各店舗に対しての売上金の送金 

電子商品券/地域振興券サービス提供 

（※1） 
みずほ銀行が提供する、紙等で発行されていた商品券や地域振興券を電子チケットとしてウェブ上で
利用するキャッシュレスサービスです。 
https://www.mizuhobank.co.jp/retail/products/payment/shinkouken/index.html 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 本件に関するお問合せ先 》 

福岡銀行 営業統括部 営業統括グループ 担当 小川・安部田  092-723-2481 

     西日本シティ銀行 地域振興部 担当 安木・山中   092-476-2743 

みずほ銀行 コーポレート・コミュニケーション部  03-5252-6574（報道に関するお問い合せ） 

     みずほ銀行 デジタルイノベーション部  03-6628-9070（事業に関するお問い合せ） 

 
 

以  上 

名称： FUKUOKA NEXT Pay（略称 ネクスペイ） 

商品券発行者： 福岡商工会議所、早良商工会、志賀商工会 

事務局(業務委託)： 
株式会社みずほ銀行、株式会社福岡銀行、 

株式会社西日本シティ銀行 

発行総額： 30億円（プレミアム分を含む） 

販売総額： 25億円 

額面： 6,000円（プレミアム分を含む） 

販売単位： 5,000円 

プレミアム率： 20% 

販売期間： 2021年7月30日（金）から2022年1月29日（土）まで 

販売方法： 後日発表（2021年6月23日（水）を予定） 

参加店舗募集期間： 2021年5月25日（火）から2021年6月11日（金）まで 

2. プレミアム付電子商品券「FUKUOKA NEXT Pay（略称：ネクスペイ）の概要 

3. ご利用イメージ 
 ご利用にあたり、みずほ銀行が提供する専用のウェブサイトを通じ、「FUKUOKA NEXT Pay」の
残高にチャージする形で、プレミアム付商品券の購入が可能です。 
 チャージ後の残高は、同ウェブサイト上に表示され、利用可能店舗ではQRコード（※2）を使い、
スマートフォンで支払いすることができます。また、利用可能店舗の所在地などの情報についても、
同ウェブサイト上で、検索や閲覧することができます。 
 購入にあたり抽選が発生する場合の申込や、事業者の参加申込は以下のウェブサイトにて実施しま
す。 専用ウェブサイトURL：https://f-nexpay.dx-ticket.jp 
 
（※２）QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。 
  
 福岡銀行、西日本シティ銀行、みずほ銀行は、本事業への支援を通じ、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響を受けた事業者に向けた支援を実現するとともに、福岡市の経済活性化に向けて、貢献し

ていきます。 
 


